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1　北部福祉事務所管内図

古宇利島

市 町 村　 数

総 面 積

総 人 口

総 世　　　 帯　　 数

一　世 帯 平 均 人 口

145.4

令和7年1月現在

１市１町７村

705.3 ㎢

人 口 密 度 ( 人 / ㎢ ）

102,582 人

52,696 世帯

1.9 人

北部福祉事務所及び

本島内郡部福祉事務所

北部福祉事務

南部福祉事務所

中部福祉事務所
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◎建物概要
1. 場　　　所　 　：名護市大中2-13-1
2. 敷地面積　　 ：5,938.03㎡
3. 建築面積　　 ：2,173.15㎡
4. 延べ床面積　：3,263.16㎡
5. 規模・構造 　 ：鉄筋コンクリート造２階
6. 高　　　さ　　  ：9.9m
7. 総事業費　　 ：911,110千円
　　 （国庫補助金：299,974千円）
8. 竣　　　工　　 ：平成6年3月30日
9. 精神保健福祉室増築：36.98㎡
　　 （平成10年3月31日）
10. 福祉事務所との統合に伴う増設：434㎡
　　 （平成14年2月28日） 地域福祉班 　総務班 所長室
11. 組織改編により庁舎名称を北部保健・福祉

合同庁舎と改称
　　 （平成28年4月1日）
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3 沿 革 

【福祉事務所】 

昭和 28 年 11 月 福祉三法（生活保護法、児童福祉法、身体障害者福祉法）が制定される。 

昭和 26 年の社会福祉事業法の制定に伴い、同法第 13 条の規定により、社会福祉

事業拠点となる福祉地区の施行及び福祉に関する事務所の設置が規定される。 

 

昭和 29 年 8 月 行政事務部局の組織法が改正され、社会福祉行政の第一線の機関として福祉事

務所が設置されることになる。同年 9 月社会局組織規則が制定される。 

 

昭和 29 年 10 月 1 日 社会局組織規則により名護町大東区在の家屋(66 ㎡)を利用し、北部地区社会福祉

行政機関として北部福祉事務所が新設される。所管区域（北部 17 町村）。 

(1)本所は名護・屋部・羽地・屋我地・今帰仁の 5 町村を職員 8 人で担当。 

(2)出張所は本部・上本部・大宜味・国頭・東・久志・宜野座・金武・恩納・伊江・伊是

名・伊平屋の 12 町村を職員 16 人で担当。 

 

昭和 31 年 10 月 30 日 社会局組織規則の一部改正により、北部福祉事務所は名護福祉事務所に改称。 

 

昭和 32 年 11 月 26 日 社会局組織規則の一部改正により庶務課と保護課の二課が設置される。 

 

昭和 36 年 7 月 31 日 行政府組織法の改正により、社会局は厚生局となる。 

 

昭和 44 年 4 月 1 日 母子福祉法第 7 条により母子相談員設置（昭和 50 年 4 月 1 日定員化となる）。 

 

昭和 47 年 4 月 15 日 (1)本土復帰に伴い、名護福祉事務所は北部福祉事務所に改称。 

本土法の適用により、社会福祉事業法第 13 条の規定に基づき、名護市福祉事

務所が設置され、同時に関係業務が分離移管される。 

(2)福祉課が新設され三課となる。これに伴い生活保護法以外の福祉五法、婦人保

護法及び家庭児童相談業務は福祉課が所管することになる。 

(3)従来の出張所制度が廃止され、集中管理されるようになる。 

(4)金武町・宜野座村・恩納村は中部福祉事務所管轄となる。 

(5)家庭児童相談室設置（沖縄県庁行政機関設置条例措置第 33 号）。 

 

昭和 48 年 4 月 1 日 福祉地区の一部変更に伴い、恩納村及び宜野座村は当事務所管轄となる。 

 

昭和 53 年 4 月 1 日 福祉事務所に次長の職を設置（県規則第 8 号）。 

 

昭和 54 年 8 月 1 日 主任主事を改め主査となる（県規則第 35 号）。 

 

昭和 62 年 4 月 1 日 総務課及び福祉課に主査を配置。 

 

平成 5 年 4 月 1 日 老人・身障の入所措置権を町村に移譲。 

 

平成 6 年 4 月 1 日 総務課を総務調整課、福祉課を地域福祉課と名称を改める。 
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平成 7 年 4 月 1 日 老人・身障施設措置事務等に係る監査業務を本庁から郡部福祉事務所へ移譲。 

 

平成 8 年 4 月 1 日 児童福祉行政の町村指導監査業務を本庁から郡部福祉事務所へ移譲。 

 

平成 9 年 4 月 1 日 町村社会福祉協議会指導監査業務を本庁から郡部福祉事務所へ移譲。 

 

平成 10 年 4 月 1 日 部の名称を生活福祉部から福祉保健部に改める。 

 

平成 12 年 4 月 1 日 身体障害児補装具、重度心身障害児日常生活用具給付事務を市町村へ移譲。 

 

  

 

【福祉保健所】 

平成 14 年 4 月 1 日 北 部 保 健 所 と 北 部 福 祉 事 務 所 が 統 合 し 、 北 部 福 祉 保 健 所 に 組 織 変 更 。      

福祉地区に一部変更があり、恩納村及び宜野座村は再び中部福祉保健所へ移

管。 

平成 18 年 4 月 1 日 沖縄県行政組織規則の改正に伴い組織改編され、課が班となる。所長直属の企画

調整スタッフが新設され、また、配偶者暴力相談支援センターが設置される。 

 

平成 23 年 4 月 1 日 企画調整スタッフが解散され、総務福祉班は総務企画班と地域福祉班の 2 班に 

分かれる。 

 

平成 26 年 4 月 1 日 部の名称を福祉保健部から子ども生活福祉部に改める。 

 

 

【福祉事務所】 

平成 28 年 4 月 1 日 組織改編により北部福祉保健所が北部福祉事務所と北部保健所に分離し、北部

福祉事務所に総務班・地域福祉班・生活保護班の 3 班が設置される。 

 

令和 6 年 4 月 1 日 部の名称を子ども生活福祉部から生活福祉部に改める。 
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班長 1

事務 2

運転士 1

会計年度任用職員(債権管理適正化調査員) 1

会計年度任用職員(事務補助員) 1

班長 1

障害福祉 1

地域福祉・母子福祉 1

児童福祉 1

介護保険・老人福祉 1

会計年度任用職員(女性相談支援員) 1

会計年度任用職員(家庭児童支援員) 1

会計年度任用職員(母子･父子自立支援員) 1

会計年度任用職員(母子･父子福祉協力員) 2

班長 1

査察指導員 1

事務（医療) 1

ケースワーカー 8

会計年度任用職員(適正保護推進員) 1

会計年度任用職員(生活保護現業支援員) 3

会計年度任用職員(生活保護新規申請調査員) 1

会計年度任用職員(生活保護認定調査員) 1

会計年度任用職員(就労促進指導員) 1

会計年度任用職員(面接相談員) 2

会計年度任用職員(介護扶助適正化支援員) 1

会計年度任用職員(健康管理支援員) 1

会計年度任用職員(資産活用調査員) 1

会計年度任用職員(事務補助員) 2

会計年度任用職員(嘱託医) 2

福祉事務所では、下記の相談を受け付けています。お気軽にご利用ください。（令和6年4月1日現在）　

午前 午後

◎生活保護の申請・相談 8:30～12:00 1:00～5:00  1階 生活保護班(52-2549)

◎家庭児童相談室 8:30～12:00 1:00～5:00  1階 地域福祉班(52-0051)

◎女性相談（家庭内暴力等） 8:30～12:00 1:00～5:00 　　　　　〃

◎母子父子寡婦福祉資金の貸付 8:30～12:00 1:00～5:00 　　　　　　　〃

4　北 部 福 祉 事 務 所 組 織 図（令和6年4月1日現在）

 総務班 6人

所長  地域福祉班 10人

担当窓口（電話）

 生活保護班 27人

業務内容 曜日

5  業  務  案  内

月～金

月～金

月～金

月～金

受付時間
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6 北 部 福 祉 事 務 所 の 業 務 内 容 

◎ 総務班 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7)  

(8) 

(9)  

(10) 

(11) 

(12) 

所属職員の身分、服務及び福利厚生に関すること 

所属職員の給与・旅費及び手当等に関すること 

文書の管理等に関すること 

予算経理その他の会計事務に関すること 

所管する財産の管理に関すること 

歳入に関すること 

生活保護費返還金に関すること 

生活保護費の支給等に関すること 

公印管理等に関すること 

事務所の管理、防災危機管理、防火管理に関すること 

公用車の運転、管理等に関すること 

他班に属しない事務に関すること 

 

◎ 地域福祉班 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7)  

(8) 

(9)  

(10) 

(11) 

(12) 

(13) 

(14) 

 

児童福祉に関すること 

母子・父子及び寡婦福祉に関すること 

老人福祉に関すること 

身体障害者福祉に関すること 

児童福祉行政指導及び保育所指導監査に関すること 

障害者総合支援法に係る施行事務等の運営指導に関すること 

介護保険事業所の運営指導及び監査に関すること 

母子・父子及び寡婦福祉資金の貸付事務・償還指導に関すること 

介護保険事業所の指定及び更新等に関すること 

民生委員・児童委員に関すること 

困難な課題を有する女性への相談支援・配偶者暴力相談支援に関すること 

生活困窮者自立相談支援業務に関すること 

ハンセン病回復者等の相談に関すること 

その他地域福祉に関すること 

 

◎ 生活保護班 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

生活保護の実施に関すること 

生活保護の相談受付・面談業務に関すること 

被保護者調査に関すること 

行旅病人及び行旅死亡人に関すること 

中国残留邦人に対する生活支援に関すること 

その他生活保護に関すること 
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Ⅱ 総務班 
 
 
 
 

1 令和 6 年度歳入決算 

 

2 令和 6 年度歳出決算 

 

3 収入未済関係 



＜一般会計＞

(単位：千円)

歳   入   科   目 令和5年度 令和6年度 増(△)減額

（款）　分担金及び負担金 493 1,597 1,104

　　　（項）　負担金 493 1,597 1,104

　　　　　　（目）　民生費負担金 493 1,597 1,104

（款）　財産収入 0 23 23

　　　（項）　財産売払収入 0 23 23

　　　　　　（目）　物品売払収入 0 23 23

（款）　諸収入 16,386 16,065 △ 321

　　　（項）　雑入 16,386 16,065 △ 321

　　　　　　（目）　雑入 16,386 16,065 △ 321

計 16,879 17,685 806

＜母子寡婦福祉資金特別会計＞

(単位：千円)

歳   入   科   目 令和5年度 令和6年度 増(△)減額

（款）　諸収入 11,664 11,775 111

    　（項）　貸付金元利収入 11,604 11,491 △ 113

　　         （目）　母子父子寡婦福祉貸付金元利収入 11,604 11,491 △ 113

　　　（項）　雑入 60 284 224

　　　　　　（目）　違約金及び延納利息（母子） 60 284 224

計 11,664 11,775 111

合　　　計 28,543 29,460 917

1　令和6年度歳入決算
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＜一般会計＞

(単位：千円)

歳　　　出　　　科　　　目 令和5年度 令和6年度 増減（△）額

（款）　総務費 561 0 △ 561

　　　（項）　総務管理費 561 0 △ 561

　　　　　　（目）　人事管理費 561 0 △ 561

（款）　民生費 577,540 592,226 14,686

　　　（項）　社会福祉費 24,204 24,331 127

　　　　　　（目）　社会福祉総務費 11,419 11,393 △ 26

　　　　　　（目）　障害者福祉費 12,547 12,716 169

　　　　　　（目）　老人福祉費 82 124 42

　　　　　　（目）　障害者自立支援諸費 156 98 △ 58

　　　（項）　児童福祉費 19,583 20,543 960

　　　　　　（目）　児童福祉総務費 9,047 9,973 926

　　　　　　（目）　児童措置費 2,849 5,444 2,595

　　　　　　（目）　母子福祉費 7,687 5,116 △2,571

　　　　　　（目）　児童福祉施設費 0 10 10

　　　（項）　生活保護費 533,753 547,352 13,599

　　　　　　（目）　生活保護総務費 53,937 64,988 11,051

　　　　　　（目）　生活保護扶助費 479,816 482,364 2,548

（款）　衛生費 0 0 0

　　　（項）　公衆衛生費 0 0 0

　　　　　　（目）　ハンセン病対策費 0 0 0

計 578,101 592,226 14,125

*千円単位に換算するため百の位を四捨五入している。その為、総計と「計」は必ずしも一致しない。

＜母子寡婦福祉資金特別会計＞

（単位：千円）

歳　　　出　　　科　　　目 令和5年度 令和6年度 増減（△）額

（款）　民生費 17,663 13,437 △ 4,226

　　　（項）　母子父子寡婦福祉費　　　 17,663 13,437 △ 4,226

　　　　　　（目）　母子父子寡婦福祉費 17,663 13,437 △ 4,226

計 17,663 13,437 △ 4,226

合　　　計 595,764 605,663 9,899

2　令和6年度歳出決算
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Ⅲ 地域福祉班 

 

 

1 地域福祉 

 (1) 地域福祉の推進 

 (2) 社会福祉協議会指導監査（町村） 

 (3) 民生委員・児童委員 

 (4) 生活困窮者自立支援事業 

 

 

2 障害者福祉 

 (1) 障害者福祉(障害者総合支援法） 

(2) 自立支援給付支給事務等に関する市町村 

   指導及び障害福祉サービス事業者等指導 

 (3) 特別障害者手当等支給制度 

(4) 沖縄県心身障害者扶養共済制度 

 

 

3 児童福祉 

 (1) 管内児童人口の状況 

 (2) 家庭児童相談室 

 (3) 助産制度 

 (4) 保育行政・公立保育所等指導監査 

  

  

                       

4 老人福祉・介護保険 

 (1) 老齢人口（65 歳以上） 

 (2) 介護保険事業者の指定・変更・ 

   運営指導状況及び管内事業所数 

  

 

 

5 母子父子寡婦福祉 

 (1) ひとり親世帯の実態 

(2) 母子及び父子並びに寡婦福祉対策 

 

 

6 配偶者暴力相談支援センター 

 (1) 業務の内容 

 (2) 相談状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 地 域 福 祉 
(1) 地域福祉の推進 

 社会福祉法第 4 条において「福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員

として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保さ

れるように地域福祉の推進に努めなければならない」としている。このことを目的として、当

所では、地区民生委員・児童委員協議会、就労・生活支援パーソナルサポートセンター北部を

はじめとした福祉関係諸団体と連携し、事業を進めている。 

 

(2) 社会福祉協議会指導監査（町村） 

 社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき、都道府県・市町村に設置されている機関である。

公私の社会福祉事業関係者や社会福祉事業に関心と熱意を持つ者の参加と協働の下に、地域の

社会福祉活動の相互連絡、総合整備や組織化、効率化を促進することによって地域住民の福祉

を増進することを目的とするものであり、地域福祉活動を推進していく上で中核的な役割を担

う民間組織である。 

 沖縄県においては、社会福祉法人である社会福祉協議会が適正な法人運営と円滑な社会福祉

事業の経営確保を図ることを目的として、社会福祉法第 56 条第１項の規定に基づき指導監査

を行っている。当所は令和 2 年度まで管内町村社会福祉協議会の指導監査を担っていたが、令

和 3 年度からは要綱改正により県福祉政策課が実施主体となっている。 

 

(3) 民生委員・児童委員 

 民生委員は、民生委員法に基づき都道府県知事の推薦により厚生労働大臣から委嘱されるも

ので、その任期は 3 年である。 

 民生委員は一定の区域を担当し、地域住民の生活状態を詳細に把握し、住民からの相談に応

じるとともに、必要な援助を行う。また、民生委員は児童福祉法に基づき児童委員も兼ねてお

り、児童福祉の推進にも取り組んでいる。さらに、主任児童委員は児童委員の中から指名され、

児童福祉に関する機関との連絡調整や、児童委員の活動支援を行う。 

 民生委員・児童委員は、福祉事務所や関係機関と連携し、公的機関の業務に協力する役割も

担っている。 

 

表 1 管内民生委員・児童委員配置状況 

令和 7 年 4 月 1 日現在（単位：人） 

 

（任期：令和 4 年 12 月 1 日～令和 7 年 11 月 30 日） ※（ ）内の数字は主任児童委員数の再掲 

  

名護市 国頭村 大宜味村 東村 今帰仁村 本部町 伊江村 伊平屋村 伊是名村 合計

109 24 19 8 26 36 13 7 7 249

(8) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (24)

80 19 18 7 22 27 13 6 7 199

(7) (2) (2) (2) (1) (2) (2) (1) (2) (21)

定数

現員
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表 2 民生委員・児童委員の活動状況 

（単位：件、回、日） 

名

護

市

国

頭

村

大

宜

味

村

東

村

今

帰

仁

村

本

部

町

伊

江

村

伊

平

屋

村

伊

是

名

村

北

部

合

計

在 宅 福 祉 (１) 380 2 55 0 8 42 6 9 18 520

介 護 保 険 (２) 116 18 0 0 12 14 17 2 0 179

健 康 ・

保 健 医 療
(３) 76 19 16 2 12 55 2 25 0 207

子 育 て ・

母 子 保 健
(４) 87 8 11 0 1 7 42 0 4 160

子 ど も の

地 域 生 活
(５) 2,454 16 15 0 3 99 24 17 11 2,639

子 ど も の 教 育 ・

学 校 生 活
(６) 923 42 19 3 10 58 169 67 35 1,326

生 活 費 (７) 85 5 19 3 10 103 7 33 1 266

年 金 ・ 保 険 (８) 38 4 4 0 0 4 0 9 0 59

仕 事 (９) 27 0 4 1 9 9 0 5 0 55

家 族 関 係 (10) 63 8 8 0 9 23 6 5 4 126

住 居 (11) 50 1 5 3 13 11 0 2 0 85

生 活 環 境 (12) 129 16 17 19 13 126 3 10 4 337

日 常 的 な 支 援 (13) 795 100 351 227 45 237 47 129 13 1,944

そ の 他 (14) 1,032 154 229 11 217 189 220 63 50 2,165

計 (15) 6,255 393 753 269 362 977 543 376 140 10,068

高 齢 者 に

関 す る こ と
(16) 1,722 221 386 229 201 627 220 268 47 3,921

障 害 者 に

関 す る こ と
(17) 254 28 109 18 17 95 28 16 2 567

子 ど も に

関 す る こ と
(18) 3,344 59 50 2 12 193 220 82 55 4,017

そ の 他 (19) 935 85 208 20 132 62 75 10 36 1,563

計 (20) 6,255 393 753 269 362 977 543 376 140 10,068

調 査 ・ 実 態 把 握 (１) 349 83 29 49 332 28 142 47 106 1,165

行事・事業・会議へ

の 参 加 協 力
(２) 2,282 184 490 198 915 144 276 218 143 4,850

地 域 福 祉 活 動 ・

自 主 活 動
(３) 5,748 431 1,045 390 967 365 732 224 356 10,258

民 児 協

運 営 ・ 研 修
(４) 1,736 89 235 94 524 262 240 80 51 3,311

証 明 事 務 (５) 117 27 11 2 39 16 17 6 13 248

要保護児 童の発見

通 告 ・ 仲 介
(６) 18 5 31 0 2 0 0 0 0 56

訪 問 ・ 連 絡 活 動 (７) 3,262 553 986 226 1,515 861 1,037 669 71 9,180

そ の 他 (８) 828 152 274 121 298 472 269 209 45 2,668

委 員 相 互 (９) 1,967 52 365 3 103 125 180 6 36 2,837

そ の 他 の

関 係 機 関
(10) 1,371 53 342 22 91 139 62 120 44 2,244

(11) 11,580 998 2,402 1,076 2,853 2,065 1,794 809 714 24,291活　 動 　日 　数

内
容
別
相
談
・
支
援
件
数

分

野

別

相

談

・

支

援

件

数

そ
の
他
の
活
動
件
数

訪
問

回
数

連

絡

調

整

回

数
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(4) 生活困窮者自立支援事業 

 生活困窮者自立支援法の施行に伴い、平成 27 年 4 月 1 日から生活に困窮している者に対し、

生活保護に至る前の段階で自立に向けた支援を行うこととなった。 

北部管内の 8 町村について、沖縄県が相談窓口を「沖縄県就職・生活支援パーソナルサポー  

トセンター北部」に設置しており、主な支援メニューは、以下のとおりである。 

ア 自立相談支援事業 

 生活の困りごとや不安に対し、必要な支援を一緒に考え、一人ひとりの状況に応じた支

援プランを作成し、自立に向けた支援を行う。 

イ 住居確保給付金事業 

 離職などにより住居を失った者、または失うおそれの高い者に、就職に向けた活動をす

ること等を条件に、一定期間、家賃相当額を支給し生活の土台となる住居を整えた上で、

就職に向けた支援を行う。令和 7 年度より転居費用補助も可能となる。 

ウ 就労準備支援事業 

 社会や他人との関わりに不安があるなど、すぐに就労困難な者に一定期間の就労準備講

習（プログラム）に沿って、日常生活や社会生活に必要な基礎能力を培いながら、就労自

立に向けた支援や就労機会の提供を行う。 

エ 居住支援事業（旧・一時生活支援事業） 

 住居のない生活困窮者に対し、一定期間宿泊場所や衣食の提供を行う（シェルター事業）。 

 シェルター等を退所した者、現在の住居を失うおそれのある者であって地域社会から孤

立した状態にある低所得者当に対し一定期間訪問による見守りや必要な支援等を行う（地

域居住支援事業）。 

オ 家計改善支援事業 

 相談者自身が置かれている家計状況を理解できるよう家計計画票を作成し家計の「見え

る化」を図る。 

  

表 3 相談件数 

（単位：件） 

  R2 R3 R4 R5 R6 

相談件数 785 706 163 147 132 

 

表 4 事業申請・決定件数 

（単位：件） 

  R6 申請・決定状況 

住居確保給付金事業 
新規申請 1 件、新規決定 1 件 

延長決定 0 件 

就労準備支援事業 申請 13 件、決定 13 件 

一時生活支援事業 申請 4 件、決定 4 件 

家計相談支援事業 申請 21 件、決定 21 件 
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2 障害者福祉 

 

(1) 障害者福祉（障害者総合支援法） 

 平成 18 年 4 月に障害者自立支援法が施行され、これまで 3 障害（身体障害・知的障害・精

神障害）ごとに異なる制度で提供されていたサービスが一元化された。また、平成 25 年 4 月

からは、障害者自立支援法を障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律）とするとともに、障害者の定義に難病等が含まれるようになった。 

 

ア 障害福祉サービスの給付体系 

 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス体系は、自立支援給付と地域生活支援事業か

ら成り立っている。 

 自立支援給付は、介護を行うためのサービス（居宅介護、放課後等デイサービス、短期入

所等）に対して支給される介護給付と、障害者の適性に応じて一定の訓練を行うサービス（自

立訓練、就労移行支援、共同生活援助等）に対して支給される訓練等給付があり、全国で共

通したサービスが提供されている。この他、自立支援医療と補装具費の給付がある。 

 

    表 1 管内障害福祉サービス事業所             令和 7 年 3 月 31 日現在（単位：事業所） 

 名

護

市 

国

頭

村 

大

宜

味

村 

東

村 

今

帰

仁

村 

本

部

町 

伊

江

村 

伊

平

屋

村 

伊

是

名

村 

合 

 

計 

居宅介護 16 0 1 0 1 2 1 1 0 22 

重度訪問介護 15 0 1 0 1 2 1 1 0 21 

同行援護 2 0 0 0 0 1 0 0 0 3 

療養介護 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

生活介護 14 0 2 0 1 1 0 0 0 18 

短期入所 8 0 2 0 0 1 0 0 0 11 

自立訓練（生活） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

就労移行 3 0 0 0 1 1 0 0 0 5 

就労継続（A 型） 6 0 0 0 1 0 0 0 0 7 

就労継続（B 型） 26 4 1 1 5 6 2 0 1 46 

就労定着支援 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

共同生活援助 11 1 1 1 2 2 0 0 0 18 

施設入所支援 4 0 2 0 0 1 0 0 0 7 

計画相談支援 13 1 1 0 3 3 1 0 0 22 

地域移行支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

地域定着支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

児童発達支援 23 0 1 0 2 2 0 0 0 28 

放課後等デイサービス 27 0 1 0 2 3 0 0 0 33 
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保育所等訪問支援 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

居宅訪問型児童発達支援 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

障害児入所支援 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

医療型障害児入所支援 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

障害児相談支援 9 1 1 0 3 1 1 0 0 16 

合計  187 7 14 2 22 26 6 2 1 267 

 

地域生活支援事業は、自治体が地域の実情や利用者の状況に応じて柔軟に実施するもので

あり、各自治体ごとに事業内容（相談支援、コミュニケーション支援、日常生活用具の給付

等）が定められている。 

 

 イ 相談支援事業と地域自立支援協議会 

 市町村において、地域生活支援事業として相談支援事業を実施し、障害者、その保護者、

介護者等からの相談に応じ、必要な情報提供等や権利擁護のために必要な援助を行ってい

る。さらに、地域自立支援協議会を設置し、地域の相談支援体制やネットワークの構築を行

うこととなっている。 

 管内市町村の相談支援事業は、すべて指定相談支援事業者に委託されている。令和６年度

から市町村基幹相談支援センターの設置が努力義務となったことを受け、令和７年度より、

これまで市町村相談支援事業を委託していた指定相談支援事業所へ基幹相談支援センター

業務を委託し、管内全９市町村に基幹相談支援センターが設置された（名護市は直営一部委

託方式）。基幹相談支援センターは各市町村での相談支援体制の中核を担い、管内全 9 市町

村に設置済みの地域自立支援協議会においても事務局業務を一部担い、情報共有や地域の相

談支援体制・ネットワークの構築を行っている。 

福祉事務所では、北部圏域障害者自立支援連絡会議を平成 19 年度に設置し、市町村及び

関係機関と相談支援体制の構築に向けた意見交換を行っている。また、平成 24 年度以降、

連絡会議の下部組織として、各部会（療育・教育部会、就労支援部会、住まい・暮らし部会、

相談部会）を設置し、それぞれの課題についての検討や意見交換、研修会等を実施している。 

また、市町村設置の地域自立支援会議及び福祉事務所設置の北部圏域自立支援連絡会議に

おいては、北部圏域アドバイザー（1 名）及び圏域体制推進員（1 名）により相談支援体制の

構築に係る指導・調整等が行われている。 

    

表 2 令和 6 年度北部圏域障害者自立支援連絡会議取組状況 令和 6 年度末現在（単位：回） 

会議・研修 開催回数 

全体会 1 

相談部会 

 

 

 

 

部会 2 

定例会（事務局会議） 12 

サービス管理責任者連絡会 5 

サービス管理責任者研修会 1 

相談支援専門員連絡会 2 
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相談部会 相談支援従事者等研修会 2 

地域移行・地域定着ワーキング 1 

地域移行・地域定着ワーキング コア会議 3 

フォローアップ連絡会 1 

住まい暮らし部会 部会 2 

グループホーム情報シート作成ワーキング 2 

療育・教育部会 部会 2 

医療的ケア児ガイドブック作成委員会 ワーキング 2 

医療的ケア児ガイドブック作成委員会 コア会議 ７ 

発達障害児者支援研修会 1 

医療的ケアを必要とする方の受け入れ事業所連絡会 1 

就労支援部会 部会 2 

企業見学会 1 

就労支援事業所サービス管理責任者スキルアップ研修 1 

 

 

(2) 自立支援給付支給事務等に関する市町村指導及び障害福祉サービス事業者等指導 

   ア 自立支援給付支給事務等に関する市町村指導 

目    的 ： 市町村の自立支援給付支給事務が円滑かつ適正に実施されるよう、支給

事務に関する事項について周知徹底させる。 

根 拠 法 令 ： 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の 4 

指 導 件 数 ： 令和 6 年度 実施 5 件 

 

  イ 障害福祉サービス事業者等指導 

目    的 ： 障害福祉サービス事業者等に対し、自立支援給付対象サービス等の取扱

い、自立支援給付に係る費用の請求等に関する事項について周知徹底さ

せる。 

根 拠 法 令 ： 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号）第 11 条第 2 項及び第 48 条第 1 項 

        児童福祉法第 21 条の 5 の 22 

指 導 件 数 ： 令和 6 年度 実施 16 事業所（27 サービス） 

 

表 3 令和 6 年度障害福祉サービス事業所等指導実施状況（サービス種別） 

令和 6 年度末現在 

サービス種別 実施数 サービス種別 実施数 

居宅介護 2 自立訓練（生活） 0 

重度訪問介護 2 就労移行 1 

同行援護 0 就労継続（A 型） 2 

療養介護 0 就労継続（B 型） 5 
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生活介護 0 就労定着支援 0 

短期入所 0 共同生活援助 2 

児童発達支援 6 保育所等訪問支援 0 

放課後等デイサービス 7 居宅訪問型児童発達支援 0 

合計 27 

 

(3) 特別障害者手当等支給制度 

    昭和 61 年障害福祉年金等の制度改革に伴い、それまでの福祉手当の支給額、支給要件等を

改善し、重度の障害のために必要となる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として支給

されている。 

ア 特別障害者手当 

 精神又は身体に重度の障害を有するため日常生活において常時特別の介護を必要とす

る状態にある在宅の 20 歳以上の者。 

イ 障害児福祉手当 

 精神又は身体に重度の障害を有するため日常生活において常時特別の介護を必要とす

る状態にある在宅の 20 歳未満の者。 

ウ 福祉手当（経過措置） 

昭和 61 年 3 月 31 日時点において、20 歳以上であった従来の福祉手当の受給資格者の

うち、特別障害者手当の支給要件に該当せず、かつ障害基礎年金を受給できない者に対し

て、経過措置として従来の福祉手当が支給されている。 

  

 

表 4 特別障害手当等支給件数                令和 6 年度末現在（単位：件） 

 

 

(4) 沖縄県心身障害者扶養共済制度 

 この制度は、心身障害者を扶養している保護者を加入者とし、毎月一定の掛金を納めること

により、保護者に万一（死亡・重度障害）のことがあったときに、その扶養する心身障害者に

終身一定額の年金を支給するものである。 

 

 加入できる人  

 将来、独立自活することが困難であると認められる障害者（知的障害、身体障害（身体障害

者手帳 1 級～3 級）及びこれらと同程度と認められる精神又は身体の永続的な障害を有する者）

を扶養している保護者で、次の条件にあてはまるとき。 

特別障害者手当 5 0 0 5 12 2 1 0 25

障害児福祉手当 6 1 1 5 6 1 1 0 21

福祉手当
（経過措置）

0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 11 1 1 10 18 3 2 0 46

伊江村 伊平屋村 伊是名村 合計
　　　　　町村名
手当名

国頭村 大宜味村 東村 今帰仁村 本部町
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① 住所が沖縄県にあること。 

② 65 歳未満であること。 

③ 特別な疾病又は障害を有してない者であること。 

 

 年金の給付  

 加入者が死亡し、又は重度障害となったときは、その月からその者が扶養していた心身障害

者に対し、月額 2 万円の年金が支給される（2 口加入の場合は 4 万円）。 

 

 申 請 方 法  

 保護者（加入申込者）の居住地の福祉事務所の窓口へ申請書に必要書類を添えて申し込む。 

 

  表 5 心身障害者扶養共済制度加入等状況            令和 6 年度末現在（単位：人） 

 国 

頭 

村 

大 

宜 

味 

村 

東 

村 

今 

帰 

仁 

村 

本 

部 

町 

伊 

江 

村 

伊 

平 

屋 

村 

伊 

是 

名 

村 

計 

新規加入者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

加入者数 0 0 0 2 1 1 0 0 4 

受給者数 1 3 1 2 8 4 0 0 19 
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3 児童福祉 

 

出生率の低下による少子化の進行、子どもの貧困、社会生活環境の変動等、児童を取り巻く環境

は大きく変化しており、児童福祉施策の推進は一層、重要となっている。当福祉事務所は児童相談

所、市町村及びその他の関係機関との連携を密にすることにより児童福祉施策の充実強化と児童福

祉の向上を図るための業務を行っている。 

 

 

(1) 管内児童人口の状況 

名護市を除く管内町村の 18 歳未満の人口は、令和 7 年 3 月末現在、5,876 人で、総人口に占め

る割合は 15.6％となっている。 

町村別の総人口に占める児童人口の割合は、伊平屋村が 18.7％と管内で最も高く、次いで伊是 

名村となっている。 

 

 

 表 1 年度別管内児童人口                      （単位：人、％）   

 

令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
児童人口 12,950 13,048 13,793 13,766 13,598
総 人 口 63,214 63,644 63,817 64,040 64,288
比　　率 20.5   20.5   21.6   21.5 21.2
児童人口 736    705    696    652 513
総 人 口 4,603  4,558  4,500  4,505 4,432
比　　率 16.1   15.4   15.5   14.5 11.6
児童人口 430    404    419    389 401
総 人 口 3,071  3,061  3,034  2,957 2,925
比　　率 14.0   13.2   13.8   13.2 13.7
児童人口 265    265    262    264 228
総 人 口 1,723  1,730  1,735  1,717 1,671
比　　率 15.3   15.1   15.1   15.4 13.6
児童人口 1,664  1,663  1,635  1,579 1,544
総 人 口 9,357  9,371  9,343  9,239 9,130
比　　率 17.8   17.7   17.5   17.1 16.9
児童人口 2,331  2,293  2,139  2,187 2,084
総 人 口 13,108 13,020 12,957 12,899 12,883
比　　率 17.8   17.6   16.5   17.0 16.2
児童人口 765    749    732    700 673
総 人 口 4,420  4,381  4,355  4,235 4,182
比　　率 17.3   17.1   16.8   16.1 16.1
児童人口 240    235    223    223 218
総 人 口 1,182  1,181  1,162  1,176 1,163
比　　率 20.2   20.1   19.2   18.9 18.7
児童人口 241    250    247    228 215
総 人 口 1,311  1,306  1,262  1,230 1,215
比　　率 18.4   19.1   19.6   18.5 17.6
児童人口 6,672  6,561  6,353  6,222  5,876  
総 人 口 38,775 38,608 38,348 37,958 37,601 
比　　率 17.2   16.9   16.6   16.4 15.6

管
内
町
村

管内町村合計

名 護 市

国 頭 村

大宜味村

東     村

今帰仁村

本 部 町

伊 江 村

伊平屋村

伊是名村
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(2) 家庭児童相談室 

家庭児童相談室は、家庭児童の福祉に関する相談や指導業務の充実強化を図るため、福祉事 

務所に設置されている。家庭児童福祉主事及び家庭児童支援員が配置され、町村の児童福祉担当

者や児童相談所と連携を密にし、児童福祉の向上に努めている。 

また、児童福祉法改正に伴い、平成 17 年 4 月から各市町村に児童家庭相談窓口が設置されて

おり、家庭児童相談室では、高い専門性を必要とする相談への対応や、管内各町村の要保護児童

対策地域協議会の構成員として、代表者会議、実務者会議、個別支援会議へ参加し、町村の後方

支援を行っている。 

福祉事務所における児童相談の受付経路別件数と処理件数は、表 2 及び表 3 のとおりである。 

  

 

表 2 受付経路別件数（実数）               令和 6 年度末現在（単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 処理件数（実数）                          令和 6 年度末現在（単位：件） 
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相談対応件数は、令和 6 年度は 807 件であり、養護・虐待が 406 件と最も多い状況となっている。 

 

 

表 4 対応件数(延べ)                            （単位：件） 

 

 

（3）助産制度           

 

 ア 根拠 

    児童福祉法第 22 条には、福祉事務所は、妊産婦が保健上必要があるにもかかわらず、経

済的理由により、入院助産を受けることができない場合において、その妊産婦から申し込

みがあったときは、その妊産婦に対し助産施設において助産を行わなければならないと規

定している。 

  

  イ 助産施設 

   助産施設は、児童福祉法第 36 条で規定されており、児童福祉施設のひとつである。児童

福祉施設は、児童の心身ともに健やかな成長を図り、将来、児童が健全な社会生活を営むこ

とができるように、児童に適切な生活環境を与えることを目的としている。児童の健全育

成という考え方には妊産婦の健康の維持も含まれるものとされ、助産施設は安全な出産の

ために設置されている。 

  

 

表 5 助産施設措置決定状況                 令和 6 年度末現在（単位：人） 

市町村 

 

 

施設名        

名
護
市 

国
頭
村 

大
宜
味
村 

東
村 

今
帰
仁
村 

本
部
町 

伊
江
村 

伊
平
屋
村 

伊
是
名
村 

 

 計 

県立北部病院 5    2 11    18 

県立中部病院  1        1 

計 5 1   2 11    19 

129 187 0 0 0 4 19 3 200 542

134 233 0 0 0 9 4 4 287 671

406 349 0 0 0 0 46 0 6 807

育
成
・
性
格
・

育
児
・
し
つ
け

そ
の
他

計

　　種別

年度

養
護
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健

障
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発
達

障
害
・
身
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・

知
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育
成
・
不
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校

令和4年度

令和5年度

令和6年度

養
護
・
虐
待
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（4）保育行政・公立保育所等指導監査                          

 

ア 保育行政指導監査（令和 6 年度） 

     目   的：市町村の保育所入所事務や保育所運営費負担金等保育行政の適正かつ円滑 

                    なる実施を確保するため、必要な助言・勧告又は是正の措置を講ずる。     

     

実施市町村：4 村（東村、今帰仁村、本部町、伊是名村） 

 

イ 公立保育所および幼保連携型認定こども園指導監査（令和 6 年度） 

    目  的：入所児童処遇、職員の配置及び勤務条件、設備の状況等施設運営管理全般の 

        状況を把握し、適正な施設運営管理のための助言指導を行う。  

 

実施箇所：名護市（1 か所） 国頭村（1 か所） 大宜味村（1 か所） 東村(1 か所） 

今帰仁村（1 か所） 本部町（1 か所） 伊江村（2 か所） 

伊平屋村(1 か所） 伊是名村（1 か所） 

   

ウ へき地保育所立入調査（令和 6 年度） 

     目  的：市町村が設置する認可外保育施設（へき地保育所）に対して児童福祉法第 59 条 

第 1 項に基づき立入調査を実施する。 

 

    実施箇所：国頭村（１か所） 
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5 母子父子寡婦福祉 

 

社会状況が厳しさを増す中で、生別母子及び父子世帯が増加している。また、ひとり親家庭は経

済的に不安定な状況が多く、時代とともに抱える問題も多様化している。 

これらのひとり親家庭等に対し、母子父子寡婦福祉資金の貸付等による経済的な自立の支援を図

るとともに、生活相談や生業の指導等を行い、福祉の向上に努めているところである。 

 

(1) ひとり親世帯の実態 

 当所管内の母子世帯数は、1,474 世帯（※令和 5 年 8 月 1 日現在）で、総世帯数に占める割合

は 3.18%となっている。 

 父子世帯数は、152 世帯（※令和 5 年 8 月 1 日現在）で、総世帯数に占める割合は 0.33%とな

っている。 

 

表 1 市町村別、母子・父子世帯数及び出現率 

（単位：世帯・％） 

 

〈出所〉令和 5 年度 沖縄県ひとり親世帯等実態調査報告書    

（5 年ごとに実施、女性力・ダイバーシティ推進課による） 

  

H30 R5 H30 R5 増減 H30 R5 増減 H30 R5 増減 H30 R5 増減

1 名護市 28,192 29,858 949 953 4 3.37% 3.19% -0.17% 116 79 -37 0.41% 0.26% -0.15%

2 国頭村 2,002 2,038 79 63 -16 3.95% 3.09% -0.85% 10 7 -3 0.50% 0.34% -0.16%

3 大宜味村 1,247 1,350 54 45 -9 4.33% 3.33% -1.00% 15 9 -6 1.20% 0.67% -0.54%

4 東村 749 766 23 23 0 3.07% 3.00% -0.07% 2 5 3 0.27% 0.65% 0.39%

5 今帰仁村 3,584 3,716 128 127 -1 3.57% 3.42% -0.15% 23 18 -5 0.64% 0.48% -0.16%

6 本部町 5,400 5,510 217 196 -21 4.02% 3.56% -0.46% 22 25 3 0.41% 0.45% 0.05%

7 伊江村 1,945 1,904 48 44 -4 2.47% 2.31% -0.16% 5 3 -2 0.26% 0.16% -0.10%

8 伊平屋村 519 542 12 14 2 2.31% 2.58% 0.27% 2 2 0 0.39% 0.37% -0.02%

9 伊是名村 681 625 12 9 -3 1.76% 1.44% -0.32% 6 4 -2 0.88% 0.64% -0.24%

44,319 46,309 1,522 1,474 -48 3.43% 3.18% -0.25% 201 152 -49 0.45% 0.33% -0.13%合計

総世帯数
母子世帯 父子世帯

出現率世帯数出現率世帯数市町村名No.
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(2) 母子及び父子並びに寡婦福祉対策 

ア 母子・父子自立支援員 

 沖縄県では各福祉事務所に母子・父子自立支援員を配置しており、当所には 1 人が配置され

ている。母子・父子自立支援員は母子家庭等の生活安定と経済的な自立を図るために母子父子

寡婦福祉資金の貸付相談等を行っている。 

 

表 2 相談種別の状況 

（単位：件） 

 

イ 母子・父子福祉協力員 

沖縄県では各福祉事務所に母子・父子福祉協力員を配置しており、当所には 2 人が配置され

ている。母子・父子福祉協力員は母子父子寡婦福祉資金貸付金の円滑な償還を図るため、貸付を

利用した世帯を訪問し、償還計画及び支払いについて調査・指導を行っている。 

 

  

前 年 度

繰 越 件 数

新 規 相 談

件 数
合 計 解 決 件 数

翌 年 度

繰 越 件 数
相 談 回 数

貸 付 0 302 302 302 0 318

償 還 0 496 496 496 0 543

貸 付 0 6 6 6 0 6

償 還 0 22 22 22 0 23

貸 付 0 0 0 0 0 0

償 還 0 46 46 46 0 46

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 64 64 64 0 70

0 936 936 936 0 1,006

　 　　　　　　      区分

 相談種別

生 活 保 護

税

そ の 他

合 計

母子福祉資金

父子福祉資金

寡婦福祉資金

公 的 年 金

児 童 扶 養 手 当
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ウ 母子父子寡婦福祉資金の貸付 

母子家庭等の経済的自立と生活意欲の助長を図る制度として、母子父子寡婦福祉対策の中で

重要な位置を占めている。貸付金の種類は修学資金等の 12 種類がある。 

 

表 3 年度別、資金別母子父子寡婦福祉資金貸付状況 

（単位：件・千円） 

 

※金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、内訳の合計が必ずしも総計と一致しない場合があります。 

 

  

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

事業開始 0 0

事業継続 0 0

修　　学 14 6,661 12 5,617 18 12,688 20 12,847 18 11,261 82 49,074

技能習得 3 2,448 1 816 1 816 1 636 6 4,716

修　　業 1 816 2 1,296 1 816 4 2,928

就職支度 0 0

医療介護 0 0

生　　活 2 909 1 492 1 315 4 1,716

住　　宅 0 0

転　　宅 1 152 1 143 1 62 3 357

就学支度 7 2,226 6 1,838 9 2,703 9 3,446 2 724 33 10,937

結　　婚 0 0

合　　計 27 12,396 22 9,722 29 16,522 32 17,651 22 13,437 132 69,728

　 年度別

資金別

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 合計令和6年度
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エ 母子父子寡婦福祉資金の償還状況 

母子父子寡婦福祉資金は、母子世帯等の経済的自立を図るための貸付制度である。もともと

生活基盤の弱い母子世帯等は不景気や就職難の影響を受けやすく、償還状況は必ずしも好まし

くない。当事務所においては、滞納者に対し、電話・訪問等により生活実態の把握に努めるとと

もに、生活状況に応じた償還方法の相談等を行い、償還促進に努めている。 

 

表 4 資金別、母子父子寡婦福祉資金の償還状況 

（単位：千円・％） 

 

※金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、内訳の合計が必ずしも総計と一致しない場合があります。 

 

表 5 母子・父子・寡婦別、母子父子寡婦福祉資金の償還状況 

（単位：千円・％） 

 

※金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、内訳の合計が必ずしも総計と一致しない場合があります。 

 

  

調定額 収入済額 償還率 調定額 収入済額 償還率 調定額 収入済額 償還率

事業開始 1,326 1 0% 1,325 0 0% 1 1 100%

事業継続 0 0 - 0 0 - 0 0 -

修　　学 11,596 7,066 61% 4,746 795 17% 6,850 6,271 92%

技能習得 1,642 1,492 91% 107 77 72% 1,535 1,415 92%

修　　業 448 30 7% 448 30 7% 0 0 -

就職支度 0 0 - 0 0 - 0 0 -

医療介護 0 0 - 0 0 - 0 0 -

生　　活 1,829 1,057 58% 889 216 24% 940 841 89%

住　　宅 0 0 - 0 0 - 0 0 -

転　　宅 69 69 100% 0 0 - 69 69 100%

就学支度 2,481 2,060 83% 394 71 18% 2,086 1,989 95%

結　　婚 0 0 - 0 0 - 0 0 -

合　　計 19,391 11,775 61% 7,909 1,190 15% 11,481 10,586 92%

過年度 令和6年度

　　　区分

資金種別

合計
過年度・令和6年度別内訳

調定額 収入済額 償還率 調定額 収入済額 償還率 調定額 収入済額 償還率

母　　子 18,344 10,906 59% 7,745 1,147 15% 10,599 9,760 92%

父　　子 471 447 95% 12 8 67% 459 439 96%

寡　　婦 575 422 73% 152 35 23% 423 387 91%

合　　計 19,391 11,775 61% 7,909 1,190 15% 11,481 10,586 92%

合計
過年度・令和6年度別内訳

過年度 令和6年度

　　　区分

資金種別
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オ 自立支援教育訓練給付金事業 

 母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発を支援するもので、指定教育講座を受講

し、修了した場合、経費の 60％に相当する額（雇用保険法に基づく教育訓練給付の支給を受け

ることができる場合は、その支給額との差額）を支給している。 

令和 6 年度は支給実績なし。 

 

カ 高等職業訓練促進費給付金事業 

 母子家庭の母又は父子家庭の父が看護師や保育士等の資格取得のため、6 月以上養成機関等で

修業する場合に、修業期間中の生活負担軽減を図り、資格取得を容易にすることを目的に、月額

10 万円（課税世帯の場合７万 5 百円）（※）を支給している。また、終了後には、修了給付金

として 5 万円（課税世帯の場合 2 万 5 千円）を支給している。 

令和 6 年度は 3 名が受給している。 

（※）就業期間最後の 12 月については、月額 14 万円（課税世帯の場合 11 万 5 百円） 
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6 配偶者暴力相談支援センター 

(1) 業務の内容 

 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための機関で

あり、都道府県は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（ＤＶ防止法）第 3

条第 1 項に基づき、都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において同支援センターと

しての機能を果たすこととなっている。 

 沖縄県では、女性相談支援センターと各福祉事務所に配偶者暴力相談支援センター機能が付与さ

れており、当所では、ＤＶ防止法第 3 条第 3 項に基づき、女性相談支援員等がＤＶ被害者等から各般

の問題について相談を受け、助言指導、法的援助、関係機関への紹介、自立支援、一時保護支援の

業務を行っている。 

 

(2) 相談状況 

表 1 年度別相談件数                                                   （単位：件） 

 

 ※（ ）内は相談内容にＤＶを含むものの再掲 

 

表 2 令和 6 年度年齢別件数                                             （単位：件） 

 

 

 

 

女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 合計

令和2年度 94(80) 0 245(182) 3(1) 45(40) 0 384(302) 3(1) 387(303)

令和3年度 80(71) 1(1) 272(246) 4(2) 23(22) 0 375(339) 5(3) 380(342)

令和4年度 62(58) 0 262(234) 2(1) 33(31) 0 357(323) 2(1) 359(324)

令和5年度 38(38) 0 152(139) 5(3) 24(24) 0 214(201) 5(3) 219(204)

令和6年度 27(27) 0 116(104) 4(4) 18(14) 1(1) 161(145) 5(5) 166(150)

合　　計来　所 電　話 出　張

18歳未満 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 不  明 合　計

名 護 市 0 0 0 22 25 3 0 9 59

国 頭 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大宜味村 0 0 0 12 17 0 0 0 29

東 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

今帰仁村 0 0 1 4 0 0 0 4 9

本 部 町 1 0 18 0 30 2 0 2 53

伊 江 村 0 0 5 0 0 0 0 0 5

伊平屋村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

伊是名村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管 外 0 0 0 0 0 0 0 2 2

県 外 0 0 0 3 0 0 0 0 3

不 明 0 0 2 0 0 0 0 4 6

合 計 1 0 26 41 72 5 0 21 166
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表 3 令和 6 年度経路別件数                                        （単位：件） 

 

 

表 4 年度別相談主訴状況                         （単位：件）  

 

※五条違反…売春防止法第５条（勧誘等） 

※交際相手からの暴力及びストーカー被害にかかる統計は平成 25 年度より実施 

 

 

表 5 令和 6 年度処理状況                                        (単位：件) 

女
性
相
談
支
援

セ
ン
タ
ー

他
の

配
暴
セ
ン
タ
ー

福
祉
事
務
所

市
町
村
役
場

家
庭
裁
判
所

保
健
所

警
 
察

そ
の
他

来所 27 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28

電話 72 0 29 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 17 120

出張 6 0 0 0 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0 1 19

計 105 0 29 0 0 0 13 0 0 0 0 1 0 0 1 18 167

帰
宅
・
知
人
宅
等

そ
の
他

他
機
関
紹
介

紹介場所内訳(再掲）

合
　
　
計

自
立
支
援

助
言
指
導

保
護
命
令
支
援

来
所
指
示

一
時
保
護
支
援

 

   経　路

地域別

名 護 市 28 0 0 0 26 0 0 0 0 0 0 0 5 59

国 頭 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大宜味村 18 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 5 29

東　　村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

今帰仁村 1 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 3 8

本 部 町 5 0 0 0 0 0 36 0 0 0 0 0 12 53

伊 江 村 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

伊平屋村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

伊是名村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他 地 区 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 3 5

不   明 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2 2 7

合　 計 57 1 0 0 28 0 47 0 1 0 0 2 30 166

福
祉
事
務
所

本
人
自
身

警
察
関
係

法
務
関
係

他
府
県
の

婦
人
相
談
所

他
の

婦
人
相
談
員

そ
の
他

合
　
　
計

他
の

相
談
機
関

社
会
福
祉

施
設
等

医
療
機
関

教
育
関
係

労
働
関
係

縁
故
者

知
人
等

　　主　訴

年度別

令和2年度 176 0 82 42 2 6 25 1 0 2 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 49 0 0 0 0 0 387

令和3年度 278 0 27 7 0 2 17 0 0 0 0 0 0 3 15 0 18 0 4 1 8 0 0 0 0 0 380

令和4年度 289 0 20 1 0 4 11 11 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21 1 0 0 0 0 359

令和5年度 96 4 96 6 0 2 5 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 7 0 0 0 0 0 220

令和6年度 99 0 12 13 0 0 28 2 0 0 0 0 0 5 1 0 0 0 4 0 0 2 0 0 0 0 166

人　間　関　係

住
居
問
題

帰
住
先
な
し

経済問題

夫　　等 子ども 親
族
の
問
題

交際相手 家
庭
不
和

そ
の
他

夫
等
の
暴
力

酒
･
薬
物
依
存

離
婚
問
題

そ
の
他

子
ど
も
の
暴
力

売
春
強
要

ヒ
モ
･
暴
力
団
関
係

五
条
違
反

合
計

医療問題 不
純
異
性
交
遊

病
気

精
神
の
問
題

そ
の
他

子
ど
も
の
問
題

ス
ト
ー

カ
ー

被
害

そ
の
他

生
活
困
窮

サ
ラ
金
･
借
金

交
際

相

手

か
ら

の

暴
力

同
性
の
交
際
相
手

か
ら
の
暴
力

そ
の
他

男
女
問
題
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Ⅳ 生活保護班 

 

 

 

               1 生活保護 

                (1) 管内地区別の保護の状況 

                (2) 管内生活保護の概況 

                (3) 管内生活保護の動向 

                (4) 生活保護の開始及び廃止の状況 

                (5) 生活保護世帯の労働類型別状況 

  



494.53 ｋ㎡

19,927 世帯

37,615 人

712 世帯

826 人

21.96 ‰

4,428 人

91 世帯

114 人

25.75 ‰

１時間30分

地区名

地区人口 2,925 人

被保護世帯数 67 世帯

被保護人員 75 人

保護率 25.64 ‰

平均所要時間 30分

1,671 人

33 世帯

41 人

24.54 ‰

１時間15分

9,130 人 12,883 人 4,182 人

153 世帯 256 世帯 62 世帯

174 人 291 人 69 人

19.06 ‰ 22.59 ‰ 16.50 ‰

30分 35分 55分

1,181 人 1,215 人 2 人

24 世帯 26 世帯 4 人

33 人 29 人 6 人

27.94 ‰ 23.87 ‰

２時間10分 １時間40分

※　停止世帯・人員含む。

平均所要時間 平均所要時間

地区人口 地区人口 いしみね救護園

被保護世帯数 被保護世帯数 よみたん救護園

被保護人員 被保護人員 計

保護率 保護率

平均所要時間 平均所要時間 平均所要時間

地区名 伊 平 屋 村 地区名 伊 是 名 村 救護施設（再掲）

被保護人員 被保護人員 被保護人員

保護率 保護率 保護率

伊　江　村

地区人口 地区人口 地区人口

被保護世帯数 被保護世帯数 被保護世帯数

地区名 今 帰 仁 村 地区名 本　部　町 地区名

地区人口

被保護世帯数

被保護人員

保護率

平均所要時間

地区名 東 　村

被保護世帯数

被保護人員

保護率

地区名 国　頭　村

地区人口

被保護世帯数

被保護人員

保護率

平均所要時間

大 宜 味 村

管内人口

1　生活保護

(1) 管内地区別の保護の状況（令和6年度末現在）

北部福祉事務所管内

管内面積

管内世帯数
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(2)  管内生活保護の概況 

   ア 最近の保護の動向 

  管内の保護率の推移をみると、復帰直後の昭和 47 年度には 53.68‰（県平均 30.93‰）と

高い保護率であった。その後、昭和 50 年の海洋博覧会前後には 36‰台で推移するも、海洋

博覧会後の不況で県経済がマイナス成長となった昭和 51 年以降、開催地となった管内はその

影響をダイレクトに受けたことなどにより、昭和 52 年度以降は保護率も上昇に転じ、昭和

57 年度までは概ね 40‰台で推移した。 

  その後、県経済の安定等により平成 9 年度までは一環して減少傾向で推移するものの、平

成 10 年度以降再び保護率は上昇傾向に転じ、リーマンショックが起きた平成 20 年秋以降、

さらに上昇傾向に転じた。リーマンショック以前から続く高齢化や管内の産業基盤の脆弱さ

により、近年微増傾向で推移しており、令和 6 年度平均の管内被保護人員 815 人、被保護世

帯数 705 世帯、保護率 21.50‰となっている。 

 (保護率：人口 1,000 人に対する被保護人員の割合。保護率 20‰（パーミル）とは、人口 1,000

人に対して被保護人員が 20 人であるということである。） 

    令和 6 年度の被保護世帯の状況を世帯類型別にみると、高齢者世帯が全体の 69.0％を占め

ており、次いでその他世帯の 13.0％、障害者世帯の 10.9％、傷病者世帯の 5.3％と続いてい

る。 

    また、被保護世帯の 87.6％が単身世帯となっている。さらに労働類型別にみると、非稼働

世帯が約 84.6％であり、就労している世帯が少ない。 

 

表 1 管内保護率の推移 
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イ 管内保護の特徴（令和 6 年度） 

(ｱ) 保護開始を要因別にみると、貯金等の減少・喪失を理由に開始となったケースが最も多

く、123 件中 38 件であり全体の 30.8％を占め、次いで世帯主の傷病が 29 件となってい

る。 

 

(ｲ) 開始に至らなかったケースを要因別にみると、“申請取り下げ”が 7 件（預貯金の活用、

資産不活用、扶養義務者の援助等）、“申請却下”が 74 件（資産・預貯金等の活用によ

り生計維持可能、収入が最低生活費を上回る等）となっている。 

 

(ｳ) 保護廃止となったケースを要因別にみると、死亡による廃止が全体の 36.9％を占めて

おり、次いで転出による廃止が 18.0％となっている。 

  

(ｴ) 管内は産業基盤が脆弱で、働く場所も名護市内を中心とした市街地に多くが集中してお

り、就労先の確保が難しい。 

 

(ｵ) 被保護世帯における高齢者世帯（65 歳以上の者のみで構成）の割合が 69.0％を占めて

いる。 

 

 

 

 管内は人口の減少傾向に加え高齢化の進行が著しい状況となっている。さらに、雇用の面でも

非常に不安定な状況にある。 

 以上のことから、今後も被保護世帯の増加傾向は続くものと予想される。 
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(3)  管内生活保護の動向 

ア 管内保護の動向 

    令和 6 年度の年平均の被保護世帯数は 705 世帯で、前年度に比べ増加した。世帯類型別に

みると前年度に比べ高齢者世帯の割合が増加し、障害者世帯、傷病者世帯、その他世帯の割

合が減少している。 

 
表 2  年度別管内世帯類型等の推移 

年度平均 

（‰） （％）

38,974 681 808 20.73 (1.2) 83 523 75.00

421 21 8 79 16 34 5 71 37

38,801 694 806 20.77 (0.7) 89 519 75.43

429 24 5 71 18 33 9 71 32

38,601 691 797 20.65 (0.7) 81 532 76.91

430 24 5 67 20 35 8 68 31

(0.9)

445 25 6 61 19 33 8 65 31

(0.9)

460 27 7 61 16 32 6 65 27
21.50

(11.6) (5.9)

77.06
(69.0) (10.9) (5.3) (13.0)

61

(13.9)
69 553 76.79

(67.8)令和
5年度

38,303 695 810 21.15

令和
3年度

令和
4年度

令和
2年度

入
院

入
院
外

管
内
人
口

被
保
護
世
帯
数

被
保
護
人
員

保
護
率

年
度
別
推
移

567
令和
6年度

37,905 705 815

医療扶助人員 医
療
扶
助
率

世帯類型別被保護世帯数（　　）内は構成比

高齢者世帯

母
子
世
帯

障害者世帯 傷病者世帯 その他世帯

単
身

２
人
以
上

単
身

２
人
以
上

単
身

２
人
以
上

単
身

２
人
以
上

(66.0)

(65.3)

(63.9) (13.7)

(12.9)

(12.5)

(5.8)

(6.2)

(6.3)

(15.5)

(14.9)

(14.3)

 

※上記データは管内（名護市を除く 8 町村）の各年度の平均値 

※世帯類型別被保護世帯数は停止世帯を含まない 

 

 

イ 管内町村別の保護の動向 

表 3 令和 6 年度 管内町村別・各扶助別・被保護世帯数及び被保護人員   

年度平均 
 

管        内 37,905 705 815 21.50 587 683 349 403 8 11 205 207 571 629 62 567 77.18 25.40

国   頭   村 4,477 86 108 24.12 66 87 32 45 2 3 17 18 68 78 7 71 72.22 16.67

大 宜 味 村 2,934 66 74 25.22 55 61 27 31 2 2 19 19 56 60 6 54 81.08 25.68

東        村 1,702 35 43 25.26 29 35 19 25 1 3 13 13 28 32 2 30 74.42 30.23

今 帰 仁 村 9,208 154 176 19.11 135 154 69 76 0 0 61 61 122 134 10 124 76.14 34.66

本   部   町 12,903 257 288 22.32 216 244 160 180 2 2 60 61 204 224 24 200 77.78 21.18

伊   江   村 4,258 63 71 16.67 51 57 28 29 1 1 20 20 54 57 7 50 80.28 28.17

伊 平 屋 村 1,189 22 30 25.23 19 27 8 11 0 0 9 9 19 22 3 19 73.33 30.00

伊 是 名 村 1,234 22 25 20.26 16 18 6 6 0 0 6 6 20 22 3 19 88.00 24.00

介
護
扶
助
率

(％)

介
護
扶
助
人
員

医
療
扶
助
世
帯

医
療
扶
助
人
員

入
院
人
員

外
来
人
員

医
療
扶
助
率

(％)

生
活
扶
助
人
員

住
宅
扶
助
世
帯

住
宅
扶
助
人
員

教
育
扶
助
世
帯

教
育
扶
助
人
員

介
護
扶
助
世
帯

市町村名 人口

被
保
護
世
帯

被
保
護
人
員

保
護
率

(‰)

生
活
扶
助
世
帯

 
                                                             
※上記データは管内（名護市を除く 8 町村）の令和 6 年度の平均値 
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表 4 人口、被保護世帯、被保護人員、保護率の年次推移 

（単位：人、世帯、‰） 
全国 沖縄県 管内 国頭村 大宜味村 東村 今帰仁村 本部町 伊江村 伊平屋村 伊是名村

平成 人口 125,950,000 1,478,075 39,190 4,678 3,058 1,773 9,329 13,186 4,553 1,230 1,403

31年度 被保護世帯数 1,635,201 29,873 681 81 71 31 154 251 57 18 18

被保護人員 2,066,660 38,125 790 97 81 42 173 288 68 20 21

保護率(‰） 16.41 25.79 20.16 20.74 26.49 23.69 18.54 21.84 15.00 16.26 14.97

令和 人口 125,480,000 1,481,483 38,974 4,622 3,071 1,730 9,324 13,175 4,477 1,216 1,359

2年度 被保護世帯数 1,641,536 30,527 693 82 67 35 163 255 59 16 16

被保護人員 2,053,268 38,587 808 96 77 44 186 291 72 22 20

保護率(‰） 16.36 26.05 20.73 20.77 25.07 25.43 19.95 22.09 16.08 18.09 14.72

令和 人口 125,260,000 1,480,444 38,801 4,596 3,060 1,723 9,355 13,105 4,433 1,208 1,321

3年度 被保護世帯数 1,642,821 31,330 694 75 67 32 162 260 60 20 18

被保護人員 2,036,045 39,154 806 85 76 40 185 295 74 29 22

保護率(‰） 16.25 26.45 20.77 18.49 24.84 23.22 19.78 22.51 16.69 24.01 16.65

令和 人口 124,490,000 1,480,549 38,601 4,522 3,057 1,746 9,361 13,012 4,382 1,206 1,315

4年度 被保護世帯数 1,647,341 31,839 691 72 63 39 160 257 62 21 17

被保護人員 2,027,865 39,463 797 83 71 46 181 293 74 28 21

保護率(‰） 16.29 26.65 20.65 18.35 23.23 26.35 19.34 22.52 16.89 23.22 15.97

令和 人口 123,970,000 1,480,070 38,303 4,516 3,001 1,730 9,301 12,973 4,313 1,189 1,280

5年度 被保護世帯数 1,650,379 32,379 695 75 61 38 158 260 63 21 19

被保護人員 2,018,671 40,026 810 93 68 46 186 293 73 29 22

保護率(‰） 16.28 27.04 21.15 20.59 22.66 26.59 20.00 22.59 16.93 24.39 17.19

令和 人口 123,440,000 1,478,662 37,905 4,477 2,934 1,702 9,208 12,903 4,258 1,189 1,234

6年度 被保護世帯数 1,647,346 32,394 705 86 66 35 154 257 63 22 22

被保護人員 2,000,090 39,656 815 108 74 43 176 288 71 30 25

保護率(‰） 16.20 26.93 21.50 24.12 25.22 25.26 19.11 22.32 16.67 25.23 20.26  
※1 出典：生活保護の被保護者調査（令和 7 年 3 月分概数）（厚生労働省社会・援護局保護課） 

※2 出典：生活保護（沖縄県版）（令和 7 年 3 月分）（沖縄県生活福祉部保護・援護課） 

※3 管内（名護市を除く 8 町村）は各年度の平均値 

 

 

ウ 年度別・類型別・現保護世帯数 

表 5 管内の現保護世帯数類型別の推移 

年度平均（単位：世帯、％） 

類型別 現保護

年度別 世帯数 世帯数 率％ 世帯数 率％ 世帯数 率％ 世帯数 率％ 世帯数 率％

令和2年度 692 442 63.9 8 1.2 95 13.7 40 5.8 107 15.5

令和3年度 692 452 65.3 5 0.7 89 12.9 43 6.2 103 14.9

令和4年度 686 453 66.0 5 0.7 86 12.5 43 6.3 98 14.3

令和5年度 692 469 67.8 6 0.9 80 11.6 41 5.9 96 13.9

令和6年度 702 486 69.2 7 1.0 78 11.1 38 5.4 92 13.1

高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他世帯

 

 
※上記データは管内（名護市を除く 8 町村）の各年度の平均値 

※類型別世帯数は停止世帯を含まない 
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(4)  生活保護の開始及び廃止の状況 

  ア 管内生活保護開始及び廃止原因別の状況（年度別） 

    令和 6 年度における保護開始を要因別にみると、「預貯金等の減少・喪失」が最も多く 

30.8％を占めている。廃止原因については、「死亡」が 36.9％を占めている。 

 

表 6 保護の開始の状況の内訳 

                       （単位：世帯） 

「その他」の内訳

葬祭扶助単給

世帯分散による保護

など

平成31年度 109 24 1 0 0 0 3 1 3 1 1 7 59 0 9

令和2年度 100 25 1 0 1 1 2 0 3 1 1 4 52 4 5

令和3年度 88 22 4 0 1 2 2 0 3 2 0 6 31 6 9

令和4年度 92 21 2 0 2 2 4 0 4 2 2 11 27 4 11

令和5年度 103 34 2 0 2 2 2 0 0 4 2 16 22 6 11

令和6年度 123 29 0 0 3 2 3 1 1 1 1 10 38 15 19

そ
の
他
の
働
き
に
よ
る
収
入

の
減
少

社
会
保
障
給
付
金
の

減
少
・
喪
失

仕
送
り
の
減
少
・
喪
失

貯
金
等
の
減
少
・
喪
失

転
入

そ
の
他

要
介
護
状
態

年
度

開始理由別

合
計

傷病によるもの

働
い
て
い
た
者
の
死
亡

働
い
て
い
た
者
の
離
別

定
年
・
失
業

老
齢
に
よ
る
も
の

事
業
不
振
・
倒
産

世
帯
主
の
傷
病

世
帯
員
の
傷
病

 

 

 

表 7 保護の廃止の状況の内訳 

                       （単位：世帯） 

「その他」の内訳

葬祭扶助単給

累積金の増

境界層該当措置

保護辞退

最低生活費の減少

など

平成31年度 86 0 0 13 1 30 0 0 0 0 3 0 17 22

令和2年度 98 0 0 3 0 43 0 5 0 0 0 0 23 24

令和3年度 90 0 0 5 0 48 0 0 1 2 0 0 23 11

令和4年度 96 0 0 5 0 51 0 2 0 2 0 6 16 14

令和5年度 90 0 0 8 0 29 0 2 0 1 5 2 19 24

令和6年度 111 0 0 6 0 41 0 6 1 2 2 1 20 32

失
踪

社
会
保
障
給
付
金
の
増
加

仕
送
り
等
の
増
加

親
類
縁
者
等
の
引
取
り

年
度

保護の廃止理由別

合
計

傷病治癒

働
き
に
よ
る
収
入
の

増
加
・
取
得

働
き
手
の
転
入

死
亡

転
出

そ
の
他

世
帯
主

世
帯
員

施
設
入
所

医
療
費
の
他
法
負
担
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   イ 令和 6 年度の新規申請受理・開始・廃止・取り下げ・却下の月別状況 

表 8 新規申請処理状況 

                    令和 6 年度末現在（単位：件） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年計

申請件数 14 12 14 31 16 17 18 18 16 12 17 19 204

取り下げ件数 1 1 0 1 2 0 2 0 0 0 0 0 7

却下件数 6 3 2 9 8 6 4 10 10 5 4 7 74

開始世帯 10 7 10 16 9 8 12 12 10 7 8 14 123

廃止世帯 6 14 15 7 8 6 11 7 15 7 9 15 120  

 

 

(5) 生活保護世帯の労働類型別状況 

表 9 現保護世帯の類型別稼働・非稼働の状況 

       令和 6 年度末現在（単位：世帯、％） 

単   身   者   世   帯 二　人　以　上　の　世　帯

常 用 労 働 者 6 1 0 8 1 0 1 0 0 2 2 18 2.5

日 雇 労 働 者 6 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 7 1.0

内    職    者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0

その他の就業者 28 24 5 9 1 1 0 2 0 2 2 71 10.1

2 0 3 0 8 8 13 1.8

430 37 24 43 47 28 5 9 6 15 15 597 84.6

470 62 29 61 49 31 6 14 6 27 27 706 100計

障害者世
帯

傷病者世
帯

その他世
帯

世
帯
主
が
働
い
て
い
る
世
帯

世帯主は働いていないが世
帯員が働いている世帯

計

働いている者のいない世帯

割合
（％）高齢者世

帯
障害者世

帯
傷病者世

帯
その他世

帯

(再掲）医
療扶助単

給

高齢者世
帯

母子
世帯

(再掲）
医療扶助
単給

 
※類型別世帯数は停止世帯を含まない  
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Ⅴ 資 料 編 

 

 

 

 

 

          1 北部福祉事務所における研修 

 

          2 北部福祉事務所職員研修 

 

          3 北部福祉事務所が主催した会議 

              

 

 

 

 

 

 

 

 



1 北部福祉事務所における研修 

 

No 研 修 名 担当班 受講対象者 開催 

回数 

研修目的・研修概要 

1 

 

 

 

 

北部圏域障害者 

自立支援連絡会議 

（相談部会） 

フォローアップ連絡 

会 

 

地域福祉班 

 

 

 

 

市町村担当者・ 

相談支援事業所 

相談員 

 

 

1 回 

 

 

市町村担当及び相談支 

事業所相談員のスキル 

アップ及び連携を図 

る。 

2 

 

 

 

北部圏域障害者 

相談支援従事者等 

研修会 

 

地域福祉班 

 

 

 

障害福祉サービス 

事業所及び相談支 

援事業所相談員 

 

2 回 

 

障害福祉サービス事業 

所及び相談支援事業所 

相談員のスキルアップ 

及び連携を図る。 

 

3 

 

 

 

北部圏域障害者 

自立支援連絡会議 

サービス管理責任者研

修会 

地域福祉班 

 

 

 

障害福祉サービス

事業所のサービス

管理責任者、サービ

ス提供責任者、児童

発達管理責任者 

 

1 回 

 

 

サービス管理責任者等の

相互理解と支援スキルの

向上を図る。 

 

4 

 

 

 

 

発達障害児（者）支 

援に係る圏域別研修 

等事業「北部圏域発 

達障害児者支援研修 

会」 

地域福祉班 

 

 

 

 

管内市町村職員(母

子 保 健 主 管 課 、 子

育て支援主管課、障

害福祉主管課等)、

障害児通所支援事

業所職員等 

1 回 

 

 

 

発達障害児者支援に携 

わる支援者のスキルア 

ップを図る。 

 

 

 

 5 

 

 

北部圏域障害者 

自立支援連絡会議 

（相談部会） 

相談支援専門員連絡会 

 

地域福祉班 

 

 

 

相談支援専門員等 

 

 

 

2 回 

 

 

 

管内の相談支援専門員 

のスキルアップ及び連 

携の強化を図る。 

 

 6 

 

 

 

北部圏域障害者 

自立支援連絡会議 

（就労支援部会）   

就労支援事業所サービ

ス管理責任者等スキル

アップ研修会 

 

地域福祉班 

 

 

 

 

就労支援事業所の

サ ー ビ ス 管 理 責 任

者、生活指導員、職

業指導員等 

 

1 回 

 

 

 

 

管内の 就労支援事業所

のスキルアップを図る。 
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2 北部福祉事務所職員研修 

 

 

No 

 

 

研修内容  

 

担当班・講師等 

 

開催した月 

 

1 

 

 

新任・転入職員研修（各班業務説明） 

 

 各班長 

 

 5 月 

 

 ２ 

 

 

 安全運転講習（運行前点検・事故対応等） 

 

 総務班 運転士 

 

 5 月～7 月 

 

 

3 

 

 

生活困窮者自立支援制度等研修 

 

 生活保護班、パーソナルサ

ポートセンター北部 

 

 9 月 

 

 

 

４ 

 

 

介護扶助について 

 

介護扶助適正化支援員 

 

1 月 

 

 

5 

 

 

 メンタルヘルス研修 

 

産業医 

 

 2 月 

 

 6 

 

 

 受講研修報告会 

 

 生活保護班、地域福祉班 

 

 随時 

 

 

3 北部福祉事務所が主催した会議 

 

 

No 

 

 

会議名 

 

担当班 

 

開催した月 

 

１ 

 

 

 北部圏域障害者自立支援連絡会議（本会） 

 

 地域福祉班 

 

 2 月 

 

２ 

 

 

 

 

 北部圏域障害者自立支援連絡会議（相談部

会、療育・教育部会、住まい・暮らし部会、就

労支援部会） 

 

 

  

 地域福祉班 

 

 

 

  

 6 月・1 月 
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